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第３章 調査結果のまとめ  

１ 男女の平等感について 

男女の地位の平等感について、平等になっていると考える人の割合が約５割となっているのは、「学

校教育の場」（48.9％）の１分野のみであり、「政治の場」、「社会通念・慣習・しきたり」においては『男

性優遇』（「男性の方が非常に優遇されている」と「どちらかといえば男性の方が優遇されている」を合

わせた割合）と回答した人が７割台半ばとなっている。 

一方、平成 27 年度調査と比較すると、「学校教育の場」と「政治の場」を除くすべての分野で、男女

が平等になっていると回答した割合が増加している。 

将来の男女共同参画社会実現に向けて、引き続き市民が男女平等についての理解を深めるとともに、

家庭・学校・職場・地域社会などあらゆる場において男女がともに参画できる社会を目指す必要がある。 

 

２ 家庭生活について 

「男性は外で働くもの、女性は家庭を守るものだ」との考え方について、『そう思う』（「そう思う」

と「どちらかといえばそう思う」を合わせた割合）と回答した人の割合は毎年度減少している。さらに、

「男女どちらが働いても、家事・育児等をしてもよい」、「男女どちらも仕事と家庭を両立できるのがよ

い」との考え方は、『そう思う』と回答した人の割合が８割台半ばと特に高くなっていることから、家

庭生活に男女がともに参加するという意識が高まってきていると考えられる。「子どもが小さいときは

女性は、育児に専念する方がよい」との考え方については、『そう思う』との回答が 57.3％みられるも

のの、平成 27 年度調査と比較すると 24.5 ポイント減少しており、年代が下がるほど低くなる傾向がみ

られる。 

男女共同参画の意識は若年層ほど高くなっている。固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込み

（アンコンシャス・バイアス）は、幼少のころから長年にわたり形成されがちであるとの指摘もあるた

め、幼少期から男女共同参画の意識を醸成していくことが重要である。 

また、家事分担の理想と現実について、すべての家事において、５割以上の人が妻と夫で同じ程度に

分担することを理想としている。しかし、現実にはすべての家事で、妻が主に担当している割合は、妻

と夫で同じ程度に分担している割合を上回っている。 

家庭生活においては、男性と女性がともに参加することが理想とされているが、現状は男性の参加が

少ない傾向にある。このような現状を理想に近づけていくとともに、固定的な役割分担意識を変え、男

女が相互に協力し合う関係を築いていくことが必要である。 
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３ 職業・職場について 

職場において、男女の地位が平等になっていると考える人の割合は３割超となっており、年々増加傾

向にある。また、性別による職場での扱いについて、「性別により不当な扱いをされていると思う」と

回答した人の割合は 12.9％となっており、不当な扱いの内容として、「仕事の量や質に差がある」

（44.2％）、「賃金に差がある」、「昇給・昇格に差がある」（ともに 42.9％）、「能力が正当に評価されな

い」（37.7％）が高い割合となっている。職場での男女の地位を平等にするため、企業が性別にかかわ

らず正当に能力評価を行うことが求められる。 

女性が働き続けるために必要なこととして、「配偶者・パートナーの理解と協力」（54.4％）、「子育て

や、家族の介護・看護を支援する公的制度の充実」（43.1％）、「企業や組織における仕事と家庭の両立

支援制度の整備・充実」（33.7％）と回答した人の割合が高くなっている。また、休暇がとりやすく女

性も働きやすい職場の雰囲気を重要視する割合が前回調査から増加していることから、女性が働きやす

い環境を整えるとともに、仕事と家庭の両立を支援するための制度の整備と、そうした制度を活用しや

すい職場環境づくり、そして配偶者・パートナーの理解や協力が重要である。 

 

４ 仕事と生活の調和について 

「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人の生活」における優先度の希望（理想）について、「「仕事」と「家

庭生活」をともに優先したい」と回答した人の割合が約３割と最も高くなっている。しかし現実では、

男性は「「仕事」を優先している」（34.2％）、女性は「「家庭生活」を優先している」（29.9％）が高く

なっており、希望と現実が一致していない人が多いと考えられる。特に、30～40 代において「家庭生活」

を優先しているとの割合が高くなっており、結婚や出産、子育てを契機に離職し、家庭に専念している、

またはそうならざるを得ない状況が伺える。一方男性は「仕事」と「家庭」をともに優先したいという

理想に反し、現状では 50 代までは年代が上がるにつれて「仕事」を優先しているとの割合が増加して

いる。 

また、男性が女性とともに家事等に参加していくために必要なことについては、「配偶者・パートナ

ーや家族間で家事などの分担について十分に話し合うこと」（56.8％）、「職場において、上司や同僚が

家庭生活や地域活動への参加に理解を示すこと」（54.2％）、「企業がワーク・ライフ・バランスの推進

や休暇制度の充実・利用促進に努めること」（52.0％）が上位となっており、前述したとおり、女性が

働き続けるために必要なことについては、「配偶者・パートナーの理解と協力」（54.4％）、「子育てや、

家族の介護・看護を支援する公的制度の充実」（43.1％）、「企業や組織における仕事と家庭の両立支援

制度の整備・充実」（33.7％）が上位となっている。 

また、一般的に女性が職業をもつことについて、「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」

と回答した人の割合が高く、子どもの有無に関わらず女性は仕事を続ける方がよいと考える人が多くな

っている。 

理想とされる「仕事」と「家庭生活」の両立には、配偶者・パートナーの理解と協力に加え、職場の

協力体制の整備や子育て・介護支援の制度充実が特に必要なものとして求められている。今後は、ライ

フイベントに応じた柔軟な働き方ができるよう、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推

進により一層取り組むことが必要である。 
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５ 子育てについて 

家庭の中で「子どもの世話・教育・しつけ」は夫が主に担当していると回答した人の割合が、1.1％

であるのに対し、妻が主に担当していると回答した人の割合は 44.5％となっている。 

安心して子どもを産み育てるために必要なことについて、「保育施設の充実」（66.7％）、「児童手当な

どの養育費の補助」（49.5％）、「延長保育・病児保育など保育制度の充実」（47.2％）、「母親だけでなく

父親も育児休業を積極的に取得できるような職場環境」（43.7％）、「子育て中のフレックスタイム勤務・

短時間勤務・在宅勤務」（40.0％）が上位となっている。 

これらのことから、仕事をしながら安心して子育てできるような施策の充実や金銭面の補助が必要と

されており、企業においては働き方の見直しや、男性も子育てに参加しやすい制度や環境を整えること

が望まれていると考えられる。 

 

６ 介護について 

介護経験があると回答した人の割合は、女性 38.1％、男性 28.7％となっており、男性よりも女性の

ほうが高くなっている。また、男性は自分の親の介護経験の割合が高いのに対し、女性は自分の親と配

偶者・パートナーの親の介護経験の割合が同程度となっている。 

男女共同参画社会の実現に必要なことについて、「男女がともに仕事と子育て・介護などを両立でき

る環境を整備する」との回答はすべての性・年代で最も高くなっており、仕事や子育て、介護などの両

立を実現するための環境整備が求められていることが分かる。 

 

７ 生涯を通じた女性の健康支援について 

女性が子どもを産むことに関するさまざまな意見について、『そう思う』（「そう思う」と「どちらか

といえばそう思う」を合わせた割合）との回答が最も高くなっている項目は、「子どもを産むことを、

夫婦・カップルで話し合うべき」で女性 96.0％、男性 90.0％となっている。次いで「知識を持った上

でライフプランを選択すべき」で女性 83.8％、男性 85.4％となっている。一方で「女性は子どもを産

んで一人前」で『そう思う』と回答した人の割合は女性が 11.4％、男性が 17.8％であり、男女ともに

年代が下がるほど低くなる傾向がみられる。 

また、乳がん・子宮がん検診を受診しやすくするために必要なことについて、「医療費補助などの経

済的負担が軽減されること」（69.6％）、「検診時間の延長または日・祝日の検診が可能なこと」（56.4％）

と回答した人の割合が高くなっている。あわせて、「女性専門外来があること」（48.7％）、「女性の医師

を選ぶことができること」（48.2％）と回答した人の割合も比較的高くなっている。 

生涯を通じ健康であるためには、女性特有のライフスタイルや健康上の問題に配慮していく必要があ

る。また、経済的な支援だけでなく、女性専門外来や女性医師の選択など、心理的な面にも配慮した受

診や相談しやすい環境づくりが求められている。 
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８ 配偶者等からの暴力（ＤＶ）について 

配偶者・パートナーから受けた行為について、精神的な暴力を受けたことがある人の割合は男女とも

に３割台半ば、身体的な暴力を受けたことがある人の割合は女性が１割台半ば、男性が約１割となって

いる。ＤＶ行為を受けたことが何度もあったと回答した人のうち 35.5％、ＤＶ行為を受けたことが１、

２回あったと回答した人のうち 39.6％が、ＤＶ行為を受けた際に誰にも「相談しなかった（しない）」

と回答している。 

岡山市男女共同参画相談支援センターを相談先として回答した人の割合は 7.5％、ＤＶ相談の公的機

関として認知していると回答した人の割合は 24.0％と低くなっている。配偶者等からの暴力を防止する

ために必要なことについて、「被害者がＤＶ被害について早期に相談できるよう、相談窓口の周知を行

う」（65.7％）との回答が最も高くなっている。また、ＤＶ被害者への支援として「被害者が相談する

場所等における、安全やプライバシーの確保について配慮する」（74.6％）と回答した人の割合が一番

高かったという結果も踏まえ、相談窓口の周知徹底に努めるとともに、ＤＶ被害者が安心して相談でき

る相談環境の整備が必要である。 

 

９ 男女平等教育の推進について 

「性別にとらわれない職業選択」、「メディアの分析」、「保健学習」、「ＤＶの理解」、「固定的性別役割

分担の問い直し」に関する男女平等教育の取り組みについて、『よいと思う』（「よいと思う」と「どち

らかといえばよいと思う」を合わせた割合）と回答した人の割合が半数を超えている。特に「保健学習」

（94.4％）と「性別にとらわれない職業選択」（92.8％）については高い回答割合となっており、より

一層の取り組みが求められている。 

男女共同参画社会の実現に必要なことについて、「男女平等意識を育てる学校教育や生涯学習の機会

を充実する」と回答した人の割合が 42.3％となっていることから、子どものころから男女共同参画の視

点に立った教育やＤＶ防止のための教育等の学習機会を充実させていく必要がある。 

 

10 男女共同参画視点の防災体制について 

男女共同参画の視点の防災体制について、「性別に配慮した避難所運営を行う（更衣室・トイレプラ

イバシーの確保など）」（63.7％）、「防災や復興の政策・方針を決める過程に男女がともに参画する」

（50.1％）と回答した人の割合が高くなっている。 

災害の発生は、すべての人の生活に影響を与えるが、とりわけ、女性や子ども、脆弱な状況にある人々

がより多くの影響を受けることが指摘されている。したがって、男女共同参画の視点を取り入れた防災

体制の確立が災害に強い社会の実現に必要である。 
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11 男女共同参画の推進について 

男女共同参画社会の実現に必要なことについて、「男女がともに仕事と子育て・介護などを両立でき

る環境を整備する」（58.8％）と回答した人の割合が高くなっており、子育て支援や介護支援サービス

の充実が必要である。 

また、「労働時間の短縮や在宅勤務の普及など男女ともに働き方の見直しを進める」（27.8％）、「出産・

育児等により離職した女性に対する再就職等を支援する」（27.6％）と回答した人の割合も比較的高く、

多様な働き方を可能とする職場環境の整備を進めるとともに、女性の継続的な就業や再就職への支援等、

関係機関と連携した取り組みの強化を進める必要がある。 

男女共同参画社会推進センター「さんかく岡山」に期待する役割について、「相談機能の充実」（33.8％）

と回答した人の割合が最も高くなっており、次いで「再就職に向けての女性の就業支援」（26.7%）や「男

女共同参画に関する幅広い情報・書籍資料等の収集・提供」（23.0％）の割合も高くなっている。 

「さんかくウィーク」や「岡山市パートナーシップ宣誓制度」について、取組や制度を知らない人が

７割以上となっている。また、さんかく岡山を認知していない割合は男女ともに若年層で高く、今後は

より一層の周知徹底等に取り組み、特に若年層への広報啓発活動を積極的に推進する必要がある。 

今後は、今回の調査結果を踏まえ、性別に関わらず市民一人ひとりの個性を尊重し、個人の能力を十

分に発揮できる男女共同参画社会の実現を目指すこととする。 
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